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新規制定の地盤工 学会基準案 「岩 石 の 密度試験方法」 お よび

「岩石 の 含水比試験方法」 につ い て

地盤工 学 会基準部

1，　 ま え が き

　 こ こ に 公 示 す る新規学会基準案は，「岩 石 の 密度試験

方法」 お よび 「岩石の 含水比試験方法」 に 関 して 新 た に

制定す る こ とを企 図 し提案す る もの で あ る 。
2 つ の 基準

案は 「岩石 の 密度
・
含水比試験方法基準化委員会」 （委

員会搆成 ：表
一 1）が作成 した 。 以 下 に，基準案作成 に

至 る 経緯 な らび に 検討事項 や留意事項 に つ い て 述べ る。

　な お，公示 す る基準案に対 して ご意見の あ る 学会員は，

平成 12年 4 月30日まで に書面にて地盤工 学会基準部宛 に

ご提出 い た だ きた い
。 会員か ら意見が 出 さ れ た 場合 に は，

そ の 内容 を慎重 に 検討 した上 で ，基準部な らび に 理 事会

に お け る所 定 の審議 手 続 きを経 た 後，こ の 基準 案が 学 会

基準 と して 制定 され る運 び となる。

2． 基準案作成の 経緯

　平成 5 年 に 発足 した 「岩 の 試験方法検討委員会 （委

員 長 ：吉 中 龍 之 進　埼 玉 大 学 ）」 に お い て ，地 盤 工 学 会

として 基準化をはか るべ き岩 の室内試験方法ならび に原

位置試験方法 を リス トア ッ プす る た め に，国内外の 学会

お よび 関係機関 で 用 い られ て い る 基準や 指針類 の 実態 を

調査 す る と と もに 実務 面 で の 利用 度や 新た な基準の 必 要

性等に つ い て の 検討 が 行わ れ た。2年間 に わ た る検討の

結果，岩石供試体を用 い た 密度 お よび含水比試験 は 実務

に お い て も多用 さ れ て い る重要 な試験 で あ るが ， 軟岩か

ら硬岩まで の 多様な性状 を示す岩石を包含す る形 の 基準

が な く，新た な 基 準 の 必要 性 が きわ め て 高い 試験 で あ る

こ と が示 された
1）。

　こ の よ うな背景の も とで，基準化 を進め る準備段 階 と

して，「岩石 の 密度
・
含水比試験方法検討委員会 （委員

長 ：櫻井　孝　  鉄道総合技術 研究所）」 （以 下 ，検討委

員会） が 設 立 さ れ ，平成 10年度 に お い て ，基準化 に 必

要な文献調査 ・収集お よび 基準とな る試験方法 の要点の

整理が 進 め られ た 2）。

　こ こ に示 した 岩石 の 密度お よ び含 水 比試験方法 は，平

成11年 に 発足 した 「岩石 の 密度
・
含水比試験方法基準

化委員会」が，上述の 「検討委員会」 で得た 成果等を踏

ま え て原案 を 作成 し，さら に 「岩 の試験
・
調査基準検討

委員会」 お よび 「基準部」 に お い て審議を 重ね ，基準案

と して の 成 案を得た もの で あ る。

　な お，岩 石 の 密度 ・含 水 比 試験方法検討委員会 お よび

続い て の 基 準化委員会 の 委員長 と して ご活躍 さ れ た櫻井

孝氏は ，基準案 の 作成がほ ぼ終了 した 段階 の 平成 11年

8 月28 日に 惜 し くも ご逝去 さ れ ま した 。 同 氏 の ご冥福 を

表
一 1　 岩石 の 密度 ・含水比 試験方法基準化委員会委員構

　 　 　 成

委 　員 長 平 野 勇 京都大学大学 院工 学研究科 資源工 学専
攻

委 員兼幹事 阿 部 廣 史   中部地質

委 員 荒 川 哲
一

  ダイ ヤ コ ン サ ル タ ソ ト技術 本部技術

研究所

委 員 小早川 博 亮 倶り電力中央研 究所 我孫子研究 所

委 員 窪 田 洋 司   東京 ソ イル 1J サ ーチ つ くば 総合試験
所

委 員 品 川 俊 介 建 設省土 木研 究所 環 竟部

委 員 佐 藤 充 雄 応用 地 質  コ ア ラボ地盤物性 部

前 委 員 長 （故）櫻井 孝 鹹 鉄道総合技 術研 究所技術支 援部

衷心 よ りお祈 り申し上 げ ま す。

3．　 基準案作成にあた っ て の 検討事項

　岩石 の 密度や 含水比を求め る試験 は，岩石 お よび岩石

質地盤材料 の 基本的物理 量 を 求め る た め の 重要 な試験 と

して 位置 づ け られ る。

　密度試験 方法 や 含 水 比 試 験方 法 と して は，す で に以 下

の 国内外 の学協会や機関 で定められ用 い られて い る。国

外で は ASTM の 規格 （1992），ISRM の 指針 （1979），
BS （1990），Eurocode（1997），国内 で は 地盤 工 学会基準

（1990），日本 工 業規格 （1995），土 木学 会 軟岩 の 調 査 ・

試験の 指針 （1991），建設省の 基準案 （1968），（旧 ） 日

本国 有鉄道 の 示方書 （1991）等が あ る 。 これ らの 中に

は土 質材料 を対象 に した試験基準や指針 と して 含まれて

い る もの も多 い が，岩石 の 密度試験方法や 含水比試験方

法 の 基 準 と して は ASTM の 規格 ISRM の 指針，土 木

学会岩盤力学委員会の軟岩の調査 ・試験の指針，建設省

の 基準案，日本国有鉄道 の 示 方書 な どが あ る 。 今回 の 作

成 に あた っ ては，こ れらの 各基準や指針等 で の試験方法

に留意して 進め た 。

4． 密度試験方法の 留意事項

　密度の 基準案 は ， 「1．総則」 か ら 「7．報告事項 」 まで ，

7 つ の パー
トから構成 さ れ て い る 。 以下，そ れ ぞ れ に つ

い て留意事項を 示 す。

　（1） 総則

　本 基 準案の 適用範囲は ，「成形あ る い は 非成形の 岩石

および岩石質地盤材料の 供試体」 と し，任意 の含水状態

に調整 した供試体に 対 して も適用 で き る と した。な お，

通常 は 固相
・
液相 ・気相 の 3 相 を 含 んだ 状態 の 体積 お

よ び質量 を測 定 して お り， あ らゆ る 含 水 比 状態 の 体積 お

よび 質量を計測するこ とか らかさ密度 とした。また，供

試体 の固相部分の密度 （真の密度）を 求め る方法 お よび
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試料調整 の 具体的方法 に つ い て は，「解説 」 に おい て 述

べ る こ とに した。

　   　試 験 方 法 の 種 類

　 試験方法 は，（1）ノ ギス 法，  浮力法 の 2 種類 を 定 め，

供試体の 形状
・
性質 を 考慮 して適用す る こ と と した 。 な

お，浸水 に よ る試料 へ の 影響が懸念される岩石に 対 して

は ，付 帯 条 項 の 2．（2＞で JIS　A 　 1225−2000 「土 の 湿潤密

度試験方法 」 の パ ラ フ ィ ン 塗布に よ る 浮力法 に 準拠す る

こ とを示 した 。

　 （3） 試験用具

　は か りは，そ の ひ ょ う量 が 100g 未満 の 場合 に は0．01

g，ひ ょ う量 が 100g 以上 の 場合 に は 0．1　g ま で は か る こ

とが で き る もの と した 。 そ の 他 の用具 と して ， ノ ギ ス 法

お よび 浮力法 に 関連す る用具を示す と ともに，付帯条項

の 3．2    で は水中 に お け る 見か け の 質量測定方法 の 例

を 示 した。

　（4） 供試体

　供試体の 形状 は ， ノギス 法で は直円柱 また は直方体，

浮力法 で は任意 の 形状 を原則 と し，供試体の 重量 は50

g 以 上 を 基本 と した。ま た，浮力法 で は 浸水 に よ り剥離

す る 恐れ の ある 部分は あ らか じめ 取 り除 くこ と と した。

　  　試験方法

　付帯条項 の 5．お よび5．1（2）で ，質量および長 さの 測定

方法 に つ い て 詳 し く記述 した 。 また ，付帯条項の 5．2 
で は，本試験 に よ る 質量を用い て 有効間隙率を算出す る

こ とは で き な い こ とを 明 示 した 。

　  　試験結果 の 整理

　ノギ ス 法 お よび 浮力法 に お け る供試体の体積計算方法

をそ れぞれに提示 し，か さ密度 の 求 め 方を示 した 。 ま た ，

か さ密度の 報告は有効数字 3 桁を 基本 と した。

　  　報告事項

　測 定方法お よび 測 定結果に っ い て報告す る 。 な お，採

取地点，岩石 の 種類お よび供試体状況等 に 関す る報告事

項 につ い て は，付帯条項 に 示 す に と どめ た。

　5． 含水比試験方法 の留意事項

　含水比 の 基準案は ，
「1．総 則 」 か ら 「6．報告事項」 ま

で ，6 つ の パー
トか ら構成されて い る。以下，それぞれ
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に つ い て 留意事項 を 示す。

　（1） 総則

　本基準案の 適用範囲を 「岩石 お よび岩石質地盤材料 」

とした。

　   　試験用具

　恒温乾燥炉 に お け る 乾燥温度 を 110± 5℃ と し た。こ

の 乾燥温度の 設定 に つ い て は重要 で あるこ とから，解説

の 中に代表的な 基準 と比較の 上，実際の 測 定結果を用 い

て 説 明 す る こ と と した。ま た，は か りの ひ ょ う量 と して

100g 未満 の 場 合 に は 0．Olg ，ひ ょ う量 と して 100g 以

上 の 場 合 に は 0．1g と した 。

　（3） 供試体

　任意の 形状 で適量 を採取 し供試体 とす る 。 ま た ， 付帯

条項 で 供試体 の 必要質量 として は20g〜100　g 程度 とし

た。た だ し，力 学 試 験 用 供試体 を 想定 して 直径 5．Ocm ，

高 さ10．O　cm ，密度約2．79 ／cm3 の 供試体質量 が約530　g

とな る こ とか ら500g 程度の 岩塊 を 用 い る こ と も ある と

した。

　（4＞ 試験方法

　付帯条項 の 4．  で 供試体周囲の 粘土 等を除去 して 供試

体 とす る と記述 した 。 さ らに，4．（3＞で は 100g 程度 の 岩

石 の 乾燥時間 の 目安は24時間 と した 。

　（5） 試験結果 の整 理

　基 本的 に は ，供試体中の 水の 質量 を乾燥後 の 供試体質

量 で 除 して 百分率 で表 し含水 比 と した 。 ま た，そ の含水

比 の 報告 と して 付帯条項 に 少数点以下 1桁 で 報告 とし

た。

　  　報告事項

　測定結果に つ い て報告 す る。な お，採取地 点，岩石 の

種類お よび 供試体状況等 に 関す る報告事項 に つ い て は付

帯条項 に示す に とどめた。
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　 1． 総　則

　 1．1 試験 の 目的

　 こ の 試験 は，岩石 の か さ密度 を求め るこ とを 目的 とす る。

　 1，2 適用 範囲

　 成 形 した あ る い は非 成 形の 岩 石 お よ び岩石 質地 盤 材料の 供

試体 に 対 して 適用 す る。試 料 採 取 時の 含 水 状 態 を 保 持 した 供

試体 だ け で な く，任意 の 含水 状態 に調整 した供 試体に 対 して

February，2000

も適用 で きる。

　1．3　用語 の定義

か さ 密度 とは，岩石供試体の 単位体積 あた りの 質量 をい う。

【付帯条項 】

1．　 本 基準 と部 分的 に 異な る 方法 を用 い た 場 合に は，そ の 内容を

　報告事項 に 明記 しなければな らない 。
1．2　本試 験方 法で は ，あ らゆ る含水 状態 （湿 潤状態，乾燥状態，

　 飽和状 態）に おけ る岩石 供 試体の 密度 試験方 法を 示 す。な お，
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